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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により引き続き厳しい状況にあるが、一部に持ち

直しの動きがみられる。生産活動は持ち直しが一服している。需要面をみると、個人消費

は、一部に持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、持ち直している。設備投資は、下げ止

まっている。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続いている。

観光は、厳しい状況が続いているが、持ち直しの兆しがみられる。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、負債総

額が前年を下回った。消費者物価は、５か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）

1110987654322021/1122020/11

出荷指数 在庫指数生産指数

2015年
＝100.0

75

95
100

120

80
85
90

115
110
105

２．鉱工業生産～４か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１２月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を３．３ポイン

ト上回る５６．３と２か月ぶりに上昇した。横ば

いを示す５０を３か月連続で上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を３．３ポイント下回る４９．７となった。

１１月の鉱工業生産指数は８５．９（季節調整済

指数、前月比▲０．３％）と４か月連続で低下

した。前年比（原指数）では＋３．２％と９か

月連続で上昇した。

業種別では、輸送機械工業など５業種が前

月比上昇となった。鉄鋼業など１０業種が前月

比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

ｏ．３０６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2022.01.19 16.32.10  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア

2020/11
-80

120
100
80
60
40
20

-20
-40
-60

0

1110987654322021/112

３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～５か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～５か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋２．１％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋２５．０％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同▲１．７％）

は、身の回り品、飲食料品、その他が前年を

下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋０．３％）

は、４か月ぶりに前年を上回った。

１１月の乗用車新車登録台数は、１１，０４６台

（前年比▲１４．２％）と５か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１８．１％）、

小型車（同▲９．６％）、軽乗用車（同▲１４．０％）

となった。

４～１１月累計では、９２，３０４台（前年比

▲７．６％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同＋４．１％）、小型車（同▲１８．５％）、

軽乗用車（同▲８．１％）となった。

１１月の札幌ドームへの来場者数は、５２千人

（前年比＋５０．５％）と５か月ぶりに前年を上

回った。来場者内訳は、プロ野球の開催はな

く、サッカー２３千人（同＋１１５．１％）、その他

が２８千人（同＋５３９．４％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年２月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～３か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～４か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～６か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１１月の住宅着工戸数は２，９３３戸（前年比

＋９．０％）と３か月連続で前年を上回った。

利用関係別では、持家（同▲３．９％）、貸家

（同▲３．４％）、給与（同▲８１．８％）、分譲（同

＋１０１．１％）となった。

４～１１月累計では２５，０２４戸（前年比

＋５．７％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋１３．０％）、貸家（同▲１．７％）、

給与（同＋５７．９％）、分譲（同＋８．４％）と

なった。

１１月の民間非居住用建築物着工床面積は、

８３，６８８㎡（前年比＋６．５％）と４か月連続で

前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋２６．０％）、非製造業（同＋５．１％）であっ

た。

４～１１月累計では、１，２８７，３５８㎡（前年比

▲１１．０％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲２１．０％）、非製造業（同

▲１０．１％）となった。

１２月の公共工事請負金額は１２２億円（前年

比▲３５．８％）と６か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、独立行政法人（同

＋３９．７％）、その他（同＋２０７．６％）が前年を

上回った。国（同▲７６．９％）、道（同

▲１６．９％）、市町村（同▲２２．３％）、地方公社

（同皆減）が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～３か月ぶりに増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が９か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１１月の国内輸送機関利用による来道者数

は、６９０千人（前年比＋２０．９％）と３か月ぶ

りに前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋２４．０％）、JR（同▲２．０％）、フェ

リー（同＋９．４％）となった。

４～１１月累計では、３，９９４千人（同

＋２２．７％）と前年を上回っている。

１１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年同月０人）と底ばいが続いて

いる。

１１月の貿易額は、輸出が前年比＋４１．５％の

２９９億円、輸入が同＋４９．９％の１，１６０億円だっ

た。

輸出は、石油製品、鉄鋼、自動車の部分品

などが増加した。

輸入は、石炭、魚介類・同調製品、天然ガ

ス・製造ガスなどが増加した。

輸出は、４～１１月累計では２，２５９億円（前

年比＋６１．５％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年２月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は３か月連続で前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～５か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０２倍（前年比＋０．０３ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋８．６％と９か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋１１．６％）、サービス業（同＋２７．３％）

などが前年を上回った。卸売業・小売業（同

▲１２．４％）が前年を下回った。

１２月の企業倒産は、件数が７件（前年比±

０．０％）、負債総額が３億円（同▲６８．９％）

だった。負債総額は３か月連続で前年を下

回った。

業種別では卸売業、小売業が各２件、建設

業、製造業、サービス・他が各１件となっ

た。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１件

であった。

１１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．６（前月比＋０．３％）となっ

た。前年比は＋１．１％と、５か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の１１月の動向をみる

と、食料品・日用雑貨等の価格は、おおむね

安定している。石油製品の価格は調査基準日

（１１月１０日）時点で、灯油価格は前月比

＋９．３％、前年同月比＋３７．５％となり、ガソ

リン価格は前月比＋４．４％、前年同月比

＋２６．７％となった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２１年１０～１２月期 実績

前期に比べ、売上DI（△２）は１０ポ

イント上昇、利益DI（△１５）は１ポイ

ント上昇した。売上DI・利益DIともに

２期ぶりの上昇となった。業種によりば

らつきはあるものの、製造業・非製造業

ともに業況持ち直しの動きがみられた。

２．２０２２年１～３月期 見通し

前期に比べ、売上DI（０）は２ポイ

ントの上昇、利益DI（△１５）は横ばい

の見通し。原油価格や原材料価格の上昇

により企業収益は圧迫されており、先行

きに不透明感がみられる。

項 目
２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２２年
１～３
見通し

売上DI △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ ０
利益DI △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △１５

定例調査

製造業・非製造業ともに持ち直しの動き
第８３回 道内企業の経営動向調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２１年１０～１２月期実績）

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 業種によりばらつきがあるものの、製造業・非
製造業ともに業況持ち直しの動きがみられた。

売上ＤＩ △３２ △３ △１２ △２ △１４ ０
利益ＤＩ △３０ △８ △１６ △１５ △２０ △１５

製造業 売上DIは６期連続で上昇。利益
DIは横ばい推移した。

売上ＤＩ △４５ △８ △６ ４ １ ０
利益ＤＩ △３８ △１１ △１５ △１５ △１２ △１２

食料品 全業態で売上DIが改善した。
売上ＤＩ △４９ ３１ △１１ ２９ ５ ２１
利益ＤＩ △３４ ３２ △５ △５ △１３ ５

木材・木製品 全業態で売上DI・利益DIともに
低下した。

売上ＤＩ △５８ △２１ １５ △５ ２５ １０
利益ＤＩ △４２ △２５ △５ △２０ ０ △２０

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼は堅調に推移した。金属製品は持
ち直すも、機械は弱い動きがみられた。

売上ＤＩ △３４ △３９ △１６ △１４ △５ △２６
利益ＤＩ △３１ △４７ △２６ △１７ △９ △２４

非製造業 建設業に弱さがみられるも、非製造業全
体では業況持ち直しの動きがみられる。

売上ＤＩ △２６ ０ △１４ △４ △２１ ０
利益ＤＩ △２６ △６ △１７ △１５ △２４ △１６

建設業 公共工事が持ち直しの一方で、民
間工事は業況が後退した。

売上ＤＩ △１３ △７ △１９ △２４ △２６ △１３
利益ＤＩ △１８ △１６ △２８ △２６ △３２ △２５

卸売業 全業態で売上DIが改善した。資材
卸・機械卸の利益DIが悪化した。

売上ＤＩ △３０ △１３ △７ ９ △１８ ０
利益ＤＩ △１７ ０ １１ ５ △９ △１８

小売業 食品小売は業況が持ち直した。自動車
店の売上DI・利益DIが大幅に悪化した。

売上ＤＩ △１８ １１ ０ ２ △８ △２
利益ＤＩ △１８ △１１ △２４ △３６ △２４ △３２

運輸業 旅客は持ち直し、貨物は横ばい圏
内の動きがみられた。

売上ＤＩ △５７ △１７ △３５ △４ △８ １２
利益ＤＩ △５２ △２１ △２３ △１２ △８ ８

ホテル・旅館業 売上DI・利益DIともに改善した。
売上ＤＩ △１００ ４８ △７１ ６ △６５ ６７
利益ＤＩ △１００ ３８ △６７ △１１ △６５ ５０

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △１４ ０
利益ＤＩ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２０ △１５

札 幌 市
売上ＤＩ ０ ７ △６ △１３ △６３ △５８ △３７ △３２ ２ △３ ４ △１１ ７
利益ＤＩ ０ △５ △１０ △１７ △５８ △４９ △３１ △２９ ０ △１０ △６ △１３ △１

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △５ △５ △１６ △３６ △５０ △４３ △３７ △２１ △７ △１８ △５ △１５ １
利益ＤＩ △１４ △３ △５ △３４ △４７ △４３ △３５ △２６ △１８ △１８ △１７ △２７ △２３

道 南
売上ＤＩ １６ △１９ △１２ △２９ △５９ △６３ △５６ △５２ △８ △２９ △２０ △２６ △２１
利益ＤＩ △１１ △２６ △７ △１８ △５９ △５１ △５３ △５５ △１８ △３２ △３４ △３７ △３２

道 北
売上ＤＩ △６ △１２ △６ △２５ △５４ △４６ △２７ △２５ ３ △８ ４ △６ ２
利益ＤＩ △６ △８ △１１ △２７ △５５ △３１ △２２ △２０ △２ △１８ △９ △１７ △１３

道 東
売上ＤＩ △１９ △７ △２１ △２２ △６５ △５５ △４０ △４４ △９ △１８ △３ △２２ △８
利益ＤＩ △１９ △９ △２５ △３１ △７０ △４５ △２９ △３１ △１１ △１６ △２７ △１９ △２４

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業建設業
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＜図表5＞利　益

＜図表4＞売　上

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

△32 △ 3 △12

△45 △ 8 △ 6

△49 31 △11

△58 △21 15

△34 △39 △16

△45 △16 0

△26 0 △14

△13 △ 7 △19

△30 △13 △ 7

△18 11 0

△57 △17 △35

△100 48 △71

△ 5 2 6

21/1～3
売上DI

21/4～6
売上DI

21/7～9
売上DI 売上DI 売上DI

△30 △ 8 △16

△38 △11 △15

△34 32 △ 5

△42 △25 △ 5

△31 △47 △26

△52 △20 △21

△26 △ 6 △17

△18 △16 △28

△17 0 11

△18 △11 △24

△52 △21 △23

△100 38 △67

△14 △ 2 4

21/1～3
利益DI

21/4～6
利益DI

21/7～9
利益DI 利益DI 利益DI

△ 2

4

29

△ 5

△14

△ 6

△ 4

△24

9

2

△ 4

6

4

0

0

21

10

△26

△ 6

0

△13

0

△ 2

12

67

△ 9

増加 30 不変 38 減少 32

31 42 27

42 45 13

30 35 35

20 46 34

29 36 35

30 36 34

16 44 40

38 33 29

40 22 38

35 26 39

45 16 39

26 52 22

2
増加
6 不変 48 2

減少
6

25 50 25

34 53 13

25 60 15

15 44 41

24 46 30

27 46 27

15 57 28

29 42 29

30 38 32

39 34 27

72 23 5

16 59 25

△15

△15

△ 5

△20

△17

△24

△15

△26

5

△36

△12

△11

△ 4

△15

△12

5

△20

△24

△18

△16

△25

△18

△32

8
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△20

2
増加
1 不変 43 減少 36

23 39 38

24 47 29

25 30 45

23 37 40

18 40 42

21 43 36

13 48 39

30 45 25

17 30 53

23 42 35

33 23 44

20 56 24

1
増加
8 不変 49 減少 33

18 52 30

26 53 21

10 60 30

18 40 42

12 58 30

17 50 33

7 61 32

18 46 36

15 38 47

35 38 27

56 38 6

13 54 33

2021/10～12実績（n=379） 2022/1～3見通し（n=376）

2021/10～12実績（n=378） 2022/1～3見通し（n=376）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。
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＜図表6＞資金繰り
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＜図表7＞短期借入金の難易感
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2021/10～12実績（n=377） 2022/1～3見通し（n=375）
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＜図表9＞設備投資

＜図表8＞在　庫
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）
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原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（６２％） ＋１４ 製造業（７９％）、非製造業（５５％）ともに１位となった。建設業（６８％）で２２ポイント
上昇、ホテル・旅館業（６７％）で２９ポイント上昇など、非製造業が大きく上昇した。

�人手不足（５０％） ＋２ 非製造業（５５％）で１位となった。建設業（７５％）は３ポイント低下
したものの、依然人手不足感は強い。

�売上不振（３８％） △８ 小売業（４５％）が４ポイント上昇した。６業種が低下したものの、ホ
テル・旅館業（７８％）は厳しい業況が続いている。

�諸経費の増加（３６％） ＋６ 製造業（３８％）、非製造業（３６％）ともに上昇。主要７業種で上昇し
た。

�人件費増加（２８％） △２ 食料品製造業（４６％）が１２ポイント、ホテル・旅館業（３３％）が９ポ
イント上昇した。

�過当競争（１８％） ＋０ 製造業（１５％）が上昇、非製造業（１９％）が低下。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８３回定例調査（２０２１年１０～１２月期実績、２０２２年１～３月期見通し）
回答期間：２０２１年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
① ① ① ① ① ① ① ② ① ② ① ②
６２ ７９ ８２ ８５ ６６ ９４ ５５ ６８ ６５ ４７ ６２ ６７ ２２
（４８）（７２）（７１）（７６）（７１）（７１）（３６）（４６）（４６）（２９）（４６）（３８）（１１）

�人手不足
② ③ ② ② ② ① ① ② ② ③ ①
５０ ４０ ３６ ３５ ４６ ４１ ５５ ７５ ４２ ３８ ５０ ５０ ５８
（４８）（４３）（３９）（５２）（４３）（４２）（４９）（７８）（３２）（４１）（５４）（１４）（４５）

�売上不振
③ ② ② ③ ② ③ ③ ② ① ②
３８ ４１ ４１ ３５ ４３ ４１ ３７ ２７ ３３ ４５ ５０ ７８ ２９
（４６）（４９）（５３）（３８）（４３）（６３）（４５）（２９）（４６）（４１）（６２）（９０）（４３）

�諸経費の増加
② ② ③ ① ②

３６ ３８ ４６ ３５ ３４ ２９ ３６ ２９ ３８ ４９ ４２ ２８ ２９
（３０）（３１）（４２）（２９）（２４）（２９）（２９）（２８）（２９）（２９）（３８）（３８）（２３）

�人件費増加
② ③

２８ ２８ ４６ ２０ １４ ２４ ２９ ３７ ２０ ２８ ２３ ３３ ２７
（３０）（２８）（３４）（２４）（２１）（３３）（３１）（３８）（２７）（２７）（２７）（２４）（３２）

�過当競争 １８ １５ １８ １５ １１ １８ １９ ２７ １８ １５ ８ ３３ １１
（１８）（１０）（８）（５）（１２）（１７）（２１）（１８）（３０）（２７）（８）（２９）（１３）

�設備不足 ８ １６ ２８ ２０ ３ １２ ５ ０ ９ ４ ４ ６ ７
（８）（１６）（１８）（１９）（１４）（１３）（５）（３）（５）（－）（－）（２４）（９）

	販売価格低下 ７ ６ ３ ５ ９ １２ ７ ５ ９ ４ １２ １１ ７
（９）（８）（３）（１０）（１２）（８）（９）（３）（１６）（１４）（４）（１９）（６）


価格引き下げ要請 ６ ８ ５ ０ １１ １８ ５ ５ １１ ０ ４ ０ ４
（６）（６）（３）（５）（７）（８）（７）（５）（１６）（２）（－）（－）（１１）

�資金調達 ３ ５ ５ ５ ３ ６ ３ ０ ２ ４ ８ ０ ４
（６）（７）（１３）（１０）（２）（４）（６）（４）（４）（６）（８）（１４）（６）

�代金回収悪化 １ １ ０ ０ ０ ６ １ ０ ２ ０ ０ ０ ２
（－）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（２）（－）（－）（－）（２）


その他 ３ ２ ３ ０ ３ ０ ３ ３ ７ ４ ０ ０ ２
（５）（２）（５）（－）（２）（－）（６）（４）（５）（１２）（４）（１０）（６）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８０ １００．０％
札幌市 １３９ ３６．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８６ ２２．６
道 南 ３５ ９．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １４．７ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６４ １６．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９９ ３８０ ５４．４％
製 造 業 １９８ １１１ ５６．１
食 料 品 ６８ ３９ ５７．４
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２０ ６０．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３５ ５８．３
そ の 他 の 製 造 業 ３７ １７ ４５．９
非 製 造 業 ５０１ ２６９ ５３．７
建 設 業 １３９ ７６ ５４．７
卸 売 業 １００ ５６ ５６．０
小 売 業 ９７ ４８ ４９．５
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ４５ ５５．６

業種別回答状況
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今回の調査では、道内企業の業況は２期ぶりに上昇しました。仕入や生産のリードタイム

が長くなっているなどのコロナ禍の影響はあるものの、製造業・非製造業ともに売上は持ち

直しの動きがみられました。一方、原油や原材料などのコスト上昇による収益圧迫は続いて

おり、価格転嫁や販売価格の見直しを検討するといった声がみられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

※回答期間：２０２１年１１月中旬～１２月上旬

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜飲料品製造業＞ 昨年と比較すると、燃油

がかなり値上がりしている。ペットボトルの

原料も石油由来のため原価が上昇。フィルム

資材などの値上げもあり、製造コストは昨年

より上昇している。（道央）

＜食料品製造業＞ 原材料費・光熱費の高騰

により収益力が大幅に低下している。一方、

主力取引先の食品スーパーが商品値下げや価

格維持を宣言しており、価格転嫁が困難な状

況が続いている。商品・事業の採算性確認と

改廃、ニーズのある分野での高付加価値商品

開発を加速させる。（道央）

＜水産加工業＞ 原料価格の上昇により利益

が減少傾向にある。できるだけ早急に販売価

格の値上げを検討する。（道央）

＜水産加工業＞ 原材料である水産資源の水

揚量が減少傾向にある点が課題である。限り

ある水産資源を用いて柔軟な製品生産、顧客

への提案を続ける必要がある。（道東）

＜製材業＞ 不動産価格や住宅取得価格の上

昇により、予算の削り先として床材をター

ゲットにされることが多く、受注減の傾向が

より鮮明となった。また、ウッドショックに

より海外仕入先の納期が長くなり、これまで

よりも在庫を多めに置く必要も出てきた。新

規商品の開発及びサービスにて新たな売り上

げの軸を作る準備は行っており、来期には形

にできる見込み。（道北）

＜製材業＞ 原材料の入手が困難になってき

ており、需要に応えられなくなっている。赤

字が見込まれる原木の入手はできない。（道

東）

＜金属製品製造業＞ ８～１０月の３ヶ月間の

売上高は対前年同期比で倍増に転じている

が、１１月以降は発注延期や原材料の値上が

り、納期延長など不安要因が多く楽観視は出

来ない。しばらくは辛抱の資金繰りが続く見

通し。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 原材料仕入価格や原油

価格の上昇の影響があり、今後もコスト削減

や売価設定を見直していく。（道央）

＜鉄鋼業＞ 建築鉄骨業界自体の景況が悪

い。急激な鋼材価格の高騰（年始より３５％ほ

どの上昇）により、施主が設備投資をため

らっている印象。資材費の高騰で製造費は上

経営のポイント

コストの上昇が収益圧迫。価格転嫁や販売価格の見直しを検討する動きも
〈 企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

がっている一方で、案件数の減少や価格競争

による販売価格の下落により利益は全く出な

い。案件数が今後増えていけば自然と価格に

ついては改善されると思うが、それまでは我

慢が続くと考えている。今後は、休業を含め

た低稼働への対策をとりつつ、既存顧客の

ニーズ把握を徹底していく。（道東）

＜デンタルケア製品製造業＞ 新型コロナウ

イルス感染者数減少に伴い、取引先の歯科医

院に患者が戻りつつあるため数量は増加した

が、景気の不安から自費治療の人数が減少し

ており、売上はなかなか上がらない状況にあ

る。オンライン営業など、営業方法を今まで

以上に工夫し推進している。（札幌）

＜印刷業＞ 新型コロナウイルス感染症の影

響により売上が減少している。また、原油価

格の高騰に伴い、今後の原材料等の仕入価格

の上昇が懸念される。（札幌）

＜化学製品製造業＞ 原油価格高騰に伴う仕

入価格の上昇を、製品に価格転嫁していくこ

とが急務となっている。また環境に配慮した

製品開発も求められている。（道央）

＜建設業＞ 管内での主要事業（高規格道

路）の完了に伴い事業量が大幅に減少し、元

請工事の競争激化により受注不振となってい

る。対応として下請け工事に注力している

が、競争激化により利益率が低下している。

今後は、競争力の強化、営業範囲の拡大が必

要となる。（道南［土木工事］）

＜建設業＞ 今年前半は住宅着工件数の順調

な推移に伴い増収基調にあったが、夏場以降

ウッドショックによる資材価格の高騰をう

け、売上は頭打ちの状況にあり、通年売上は

前年を若干下回る予想。また、資材価格の高

騰により製造原価が上昇しているが、生産性

向上による収益性改善策に取り組んでおり、

今期はほぼ前年並みの利益確保の見通し。人

員配置の見直しによる業務の効率化・経費削

減、仕入価格上昇分の価格転嫁、グループ間

取引の見直しによるグループ収益増大などに

より収益性改善を図っていく。（道央［土木工

事］）

＜電気工事業＞ 官公庁工事の状況は堅調で

あるが、民間工事については、コロナ禍や顧

客事情の影響・変動もあり、積極的に取り組

む状況ではない。投資部分については、人材

の補強・設備の投資を継続していることか

ら、利益面の確保・注力も行っていく。（札

幌）

＜住宅建築業＞ ウッドショックをはじめ原

材料の価格高騰による影響が続いている。販

売価格の見直しにより計画通りの業績で推移

しているが、今後が不安。中長期でみると人

材不足が深刻な課題となっている。組織体制

を見直して生産性の向上を目指す。（道央）

＜包装用品卸売業＞ 今後も原油高・円安等

を要因とした仕入価格上昇が予想され、ある

程度販売価格の値上げ交渉に重心をおいた活

動をせざるを得ないと考えている。（札幌）

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年２月号
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７．小売業

８．運輸業

９．宿泊業

＜建材卸売業＞ 公共事業は堅調だが、民間

設備投資が減少していることと、原材料費

（仕入価格）の高騰により売上・利益が減少

傾向にある。今後、コロナ禍の終息と共に回

復する事に期待したい。（道央）

＜靴卸売業＞ 円安に加えて原材料の値上が

りで製品価格が上昇しているほか、発送配達

費用も上がっており、売上は確保できている

が収益性が上がらない。（札幌）

＜機械器具卸売業＞ コロナ禍による活動の

制限が緩和された１０月頃から徐々に売上は回

復基調となっている。一方で、原材料の高騰

ペースが早く、利益率を圧迫している。ま

た、半導体品薄状態の影響から納品までの

リードタイムが長くなっていることが懸念材

料である。（札幌）

＜事務用品小売業＞ 物販の需要が減少して

いる。一部では購入旺盛な企業はあるが、全

体を押し上げる状況にはない。（札幌）

＜燃料小売業＞ コロナ禍や原油価格の高騰

などを背景に、主力の石油製品販売部門の利

益率が低下している。その他部門についても

相対的に利益率は前年同期を下回っている。

そうしたなか、新規事業や既存設備の建て替

えなど設備投資が重なったため、資金需要は

逆に高まっており、収益構造の見直しや

キャッシュフローを意識した経営が必要と考

えている。（道東）

＜自動車販売店＞ これまでコロナの影響を

あまり受けてこなかった自動車業界だが、こ

こにきてメーカーの生産遅れが経営に影響を

与えている。新車の売上・粗利にとどまら

ず、ローンの金利収入や保険代理店手数料、

タイヤ販売など多岐にわたり影響が出てい

る。下取車が入ってこないため中古車の在庫

も少なく、オークションで仕入をしようにも

価格高騰で中々うまくいかない。自動車の生

産に関しては当社でどうすることも出来ない

ため、生産が回復した時のために今までと変

わらず受注を取り続けていくより他はないと

考えている。（道南）

＜作業用品店＞ 商品や品揃えの改善、新広

告による新たな客層の開拓により、一定の効

果は出ているものの、巣籠り需要の収束や冬

の訪れの遅れ、コロナ感染拡大による海外生

産・物流の遅延などで、トータルでみると売

上は前年割れ。１２月以降、冬が遅れた分、売

上が伸びてくると予測している。今後、秋以

降のマイナス分を十分取り返せないようであ

れば、経費抑制、設備投資抑制を強化してい

く。（札幌）

＜運輸業＞ 原油価格高騰に伴う燃料価格の

大幅上昇、コロナ禍における輸送貨物の減

少、最低賃金の上昇によるパート従業員の賃

金の上昇など、経費増加により利益が減少し

ている。（道央）

＜都市ホテル＞ 緊急事態宣言が解除され、

行政による需要喚起支援や感染縮小によるお

客様の意識変化によるものなのか、コロナ以

前には及ばないものの売上は前年比５割増と

回復基調にはある。今後市況が回復した場

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号
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１０．その他非製造業

合、食材などの原価率上昇や宴会スタッフの

人繰りが課題となってくる。（札幌）

＜観光ホテル＞ 昨年と比較して業況は回復

傾向ではあるが、２０１９年以前の状況までには

戻っていない。単価競争をせず、付加価値を

つけることで差別化し、薄利としない仕組み

を推進していく。（道北）

＜観光ホテル＞ 新型コロナウイルスの感染

が落ち着き、どうみん割の販売が再開されて

いるが、新規予約は低調。地域独自の割引を

実施している都市もあり、他エリアからの宿

泊者は少なくなった。相変わらず予約は週末

に集中、年末年始も新たな変異株が出てから

期待したほど増えていない。さっぽろ雪まつ

りが２年ぶりに開催される予定であることか

ら、２月以降の予約は道外客中心に平日も持

ち直しの兆しがある。GoToトラベル再開も

期待でき、それまでに館内の改装を進め、受

入体制を整えていく。（道北）

＜観光ホテル＞ 緊急事態宣言は解除された

ものの、オミクロン株や第６波への懸念から

観光需要の伸びは弱い。来年のGoToトラベ

ルキャンペーンの再開とともに、個人消費の

伸びに期待している。（道央）

＜廃棄物処理業＞ 仕事量は確保できている

が、人員不足が影響し売上を確保できない状

況が続いている。求人しても反応がないた

め、賃金アップを含む労働条件の変更をして

いるが、なかなか応募がこない。（道央）

＜建設コンサルタント＞ 飲食業などのよう

なコロナ関連の影響は少ない。売上・利益な

どは比較的落ち着いている。人員は過剰感が

あるが、若手・中堅層が不足しているため、

うまく調整していかなければ技術力の低下を

招く。経験者が少なく、中堅層の人材確保が

難しくなってきている。また、下請企業の高

齢化等により企業数が減少しており、労働力

の確保が将来的に厳しくなることが予想され

る。（札幌）

＜警備業＞ コロナ禍において各種イベント

が制限され、それに伴うイベント警備の需要

が減少し売上は減少したが、逆にコロナ関連

商材（衛生用品・衛生機器）の販売や、コロ

ナ関連の警備業務受注により全体としては会

社業績に大きな影響とはならなかった。今後

は、ビフォーコロナの状況からアフターコロ

ナの状況の変化をとらえ、柔軟に対応し業績

確保に努める必要がある。（札幌）

経営のポイント

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年２月号
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

「面白い」「やってみたい」が全ての出発点

／音楽＋α（イラスト）で「初音ミク」誕生

１９９５年設立。同社はサウンド素材を輸入販売する「音の商社」からスタートし、デジタルコンテ

ンツに関わる様々な事業を展開。歌声合成ソフトウェア「初音ミク」を開発し、全世界の人々に創

造の場を提供する一方、地域を応援するローカルプロジェクトの企画・運営なども展開。今回は、

同社の事業運営や経営哲学、企業と地域振興との接点などについて、代表取締役にお伺いしました。

い とう ひろゆき

代表取締役 伊藤 博之氏

標茶町出身。北大勤務を経て、北大発ベンチャー

企業として同社を設立。各国に１００数社の提携先

を有し、３０００万件以上のサイトコンテンツは世界

最大級。「初音ミク」の開発会社としても有名。

同氏は、２００８年より北海道情報大学客員教授、

２０１２年より京都情報大学院大学教授に就任。２０１３

年藍綬褒章受章。

会社概要
企業名：クリプトン・フューチャー・メディ

ア株式会社

住 所：札幌市中央区北３条西４丁目１‐１

日本生命札幌ビル１１階

ＴＥＬ：０１１‐２２２‐６６５５（代表）

ＵＲＬ：https : //www.crypton.co.jp/

設 立：１９９５年７月

事業内容：音楽制作ソフトウェアの開発・配

信、モバイルコンテンツ企画・開

発・運営、音楽配信プラット

フォームほかWEBシステムの開

発・運営、キャラクターに関する

国内外ライセンス事業、地域を応

援するローカルプロジェクトの企

画・運営等

―最初に貴社の設立経緯と事業展開の経緯などに

ついて、お聞かせください―

代表：会社設立までにはいくつかの変遷がありま

すが、その根底には時々での「面白い」「やってみ

たい」がまず先にあり、知識や技術は後で身に付

ければ良いという感じでした。

まず、中学生の時にテレビの特別番組で偶然に

見たアルビン・トフラーの『第三の波』の衝撃、

「インターネットの時代、これは凄い」という強

烈な印象をずっと持ち続けていました。

高校生になると標茶町から釧路市への通学とな

ります。クラスメートにはロック好きな人が多く

自分も夢中となり、ギターを買って演奏をするよ

うなロック小僧でした。当時はいかに早くギター

を弾けるかという、テクニックを競うスポーツの

ような感覚でした。

その後、旧文部省の事務職員として北大工学部

に就職。その頃からコンピュータミュージックへ

と関心が移ります。１９８０年代中頃にMIDI（ミ

ディ）（１）という規格ができ、電子音楽同士をコン

ピュータでつなげることができるようになったの

です。コンピュータに触れることはできませんで

したが、興味津々で情報収集に努めました。一

方、職場はいわゆる研究室で、事務職員の私以外

は教授と学生だけです。今では考えられません

が、引き継ぎなし、仕事を教えてくれる人もいな

道内企業訪問

トップに聞く⑱ クリプトン・フューチャー・メディア株式会社
代表取締役 伊藤 博之 氏

（１）MIDI（Music Instrument Digital Interface）とは、電子音楽やコンピュータなどのメーカーや機種に関わらず、
音楽の演奏情報（音の高さ、大きさ、長さや音色など）を数値化（記号化）し、効率よく伝達するための統
一規格のこと。この規格によって電子音楽やコンピュータミュージックが大きく発展しています。
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道内企業訪問

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

�CFM

い、コンピュータのことは当然知っているねとい

う雰囲気でした。

仕事の必要性に駆られて独学でコンピュータを

がむしゃらに勉強し、情報処理技術者の資格試験

も１か月間の猛勉強で合格。

ようやくコンピュータに触れる機会を得て、今

度はプログラミングを独学し、コンピュータ

ミュージックを始めます。コンピュータを使って

音を原料に楽器の音色を作って録音し、様々なラ

イブラリを作成して楽しんでいました。

また、研究室のゼミでは英語論文の読み合わせ

があり、学生と同世代の私にも参加しろと言われ

ます。英語は不得意でしたが、こちらも集中的に

勉強をして多少読み書きができるようになりま

す。そうすると英語を活かしたくなり、アメリカ

のコンピュータミュージックを扱う月刊誌の巻末

に個人広告を載せる３行広告欄を見つけ、自分の

ライブラリの広告を出したら売れるのではない

か、面白そうだと考え、広告料を払って始めてみ

ました。

１９８０年代後半の頃で、国際郵便やFAXを通して

海外の方と連絡を取り合い、世界中に音の仲間が

できました。儲からないけど、とても楽しくて続

けていましたが、９０年代に入ると円高が進み赤字

となっていきます。しかし、同時に海外の仲間が

自分の持っている音を日本で売ってほしいという

相談が来るようになり、これまでとは反対に日本

の雑誌に広告を出稿して、海外の音源を販売する

ようになりました。

１９９０年代初め頃には大学の研究室にインター

ネットが入り、世間より早くインターネットを体

験します。「トフラーが予言した時代が来たの

だ！」と、かつてのテレビ体験の衝撃が蘇り、公

務員を辞めて当社を設立します。

事業内容は、「音」をつくるソフトウェアの販

売。ピアノやドラム、ギターの音源などを原料に

して、ソフトウェアを使ってあたかも自分が演奏

しているかのように音楽を奏でさせ、コンピュー

タの中に録音して音楽をつくるものです。音源は

海外の仲間から輸入していましたが、様々な楽器

の音源に続き、ニーズのあったボーカル音源が欲

しくなりました。

当時、当社では着メロ（２）などの音源をヤマハ㈱

に提供していましたが、そのヤマハで歌声合成技

術を研究していることが判明。そこでヤマハが開

発したボーカロイド技術の製品化を当社が担い、

販売するビジネスを始めます。

当社ではコンピュータミュージックのソフト

ウェアを販売するプラットフォームを運営してい

ました。お客様はプラットフォームから様々な音

源を購入しており、新しくボーカルの音源ができ

たのであれば、試しに購入してみようという感じ

で買って頂きました。

ちょうどYouTubeやニコニコ動画などの動画サ

イトが流行り始めた時期と重なり、「初音ミク」

を創るときにはイラスト（キャラクター）づくり

にも力を入れました。クリエイターの皆さんが

「初音ミク」で曲をつくり動画にアップさせる場

合、音楽とともにビジュアルも必要となるので、

「初音ミク」のイラストはオープンソース（３）のよ

うに広く公開しました。そうすると、「初音ミ

ク」の歌声とともに、キャラクターもインター

ネットで世界中に広がっていきました。

☆ 「初音ミク」の誕生

（２）「着メロ」とは、「着信メロディ」のことで、携帯電話などの着信音をメロディとして鳴らす機能のこと。
（３）「オープンソース」とは、理解しやすいプログラミング言語で書かれたコンピュータプログラムであるソー
スコードを広く一般に公開し、誰でも自由に使って良いとする考え方、及び公開されたソフトウェアのこと。
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道内企業訪問

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

人間の本能、技能である「つくる」に着目

／当社はクリエイターのためのクリエイター

付加価値の創造には、クリエイターが必要

／当社もコンテンツと技術で北海道を応援

―会社経営や事業展開の特徴やベースとなる思

想・哲学について、お伺いします―

代表：人間は色々なものをつくりますが、これは

人間以外ではあまりないことです。昨夜、出張帰

りの飛行機の中から下北半島の沖合で沢山のラン

プがついているのが見えました。イカ漁です。イ

カは光に集まり捕獲される。何十年も同じように

捕獲されるわけですが、人間だと情報共有して光

に近づくな、ワナだから危ないとなる。

人間の能力には記憶とシェアがあり、生産や創

造に役立てていますが、人間には「ツクる」とい

う本能、技能があると考えています。

ですから、この「ツクる」にフォーカスを当て

てビジネスをおこなっていく限り、ビジネスは長

続きするだろうと考えています。

当社では「ツクるを創る」というスローガンを

掲げていますが、創業以来、ずっと「創る」こと

に向き合ってきました。コンピュータミュージッ

クのツールを販売するプラットフォームを創っ

て、クリエイターの皆さんの「ツクる」を創って

きました。そういう戦略で、「初音ミク」を活用

した様々な作品が世界中に誕生します。そういう

意味で、当社はクリエイターのためのクリエイ

ターといえます。

―北海道や地域の振興に向けてアイデアがあれ

ば、お聞かせください―

代表：北海道では一次産業が地域の基幹産業です

が、美味しくて色々なものがとれるというところ

で止まっています。もっと付加価値を付けること

が本当のビジネスではないでしょうか。一次産業

に限らず観光業など様々な分野で付加価値を付け

て、北海道の価値を高めて打ち出すことが必要だ

と思います。

そのためには、付加価値を付ける人材、クリエ

イターが重要で、エンジニアや芸術・アートなど

クリエイトする方々との協働が、真に儲ける農林

水産業や観光業、地域振興につながっていくと考

えます。

当社でも、これまで培ってきたコンテンツと技

術を地域の活性化に応用できると考え、様々な取

組を展開しています。北海道を応援するキャラク

ター「雪ミク（初音ミク）」のポータルサイトの

開発・運営やフェスティバルの開催（４）、新千歳空

港での「雪ミク スカイタウン」の出店と３６０度パ

ノラマスクリーンによる「北海道ぐるっとシア

ター」の運営（５）などです。

また、北海道を応援するローカルプロジェクト

「Domingo （ドミンゴ）」（６）にも取り組んでいて、

同プロジェクト名を冠するアプリ・WEBサイト

等を通して、道内１７９全市町村のイベントや

ニュース、観光情報等を幅広く継続的に発信して

います。昨年からは１カ月ごとに１つの市町村を

特集する企画も実施しており、紹介記事や特産品

のプレゼントキャンペーン等を通じて、各市町村

の魅力を順にご紹介しています。

☆ Domingoによる市町村情報の発信

（４）～（６）については、次のサイトをご参照願います。
（４）「雪ミク」のポータルサイトやフェスティバルは、https : //snowmiku.com
（５）「雪ミク スカイタウン」「北海道ぐるっとシアター」は、https : //snowmiku.com/skytown/theater.html
（６）「Domingo」は、https : //domingo.ne.jp
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

会社は働く人のやりたいことを提供する場

／これからは「人材交流」の時代へ

―人材不足が叫ばれる中、人材確保や育成にどう

対応されているのか、お伺いします―

代表：当社の人材確保・育成の考え方はすごくシ

ンプルです。働きたいと思っている方のやりたい

ことが最も大切であり、それを当社で提供できる

かどうかということを考えて採用などを決めてい

ます。会社は働いている人の頭の中のアイデアを

具体化する場、自己実現の場です。そういう個々

人のできることの集積が会社であり、社会である

と考えています。

☆ 社内の風景

一方、現在の日本の教育はまずい状況にあると

感じています。企業が必要とする人材がいなく

なってきているからです。それは何も能力的なこ

とを言っているわけではなく、「面白いことをや

ることの面白さを知らない」という意味合いで

す。教育方針などで画一的な教育となりがちで、

勝ち負けは可哀そう、平等に扱いましょうという

感じです。野球が好きなら野球、数学に興味があ

るなら数学を好きなように学ばせれば良いと思う

のですが、教える人もいないし、そういう空気に

なっていないと思います。

いま教育を変えていかないと、世界に大きく後

れを取っていくと危惧しています。子どもたちの

「面白そう」「やってみたい」という声を、大人が

しっかりと受け止め、叶えてあげられる教育をど

う創っていくのかが問われています。

―北海道では若年層の道外流出が課題となってい

ますが、どのようにお考えですか―

代表：若者が道内で学べない、やりたいことがで

きないのであれば、道外流出は仕方のないことだ

と思います。その一方で道外の大学や企業で学ん

だり、働いたりしている道産子はたくさんいるは

ずです。なかには北海道にUターンしたい人もい

る、あるいはノマドワーカー（７）のように一時的に

北海道に滞在し、東京での仕事をしたい人などが

相当数いると思うのです。

ですから、これからは「人材交流」の時代にな

ると考えています。新型コロナ禍の影響で働き方

も大きく変わり、技術的にもワーケーションなど

が可能ですので、人材交流を考えていくことが必

要ではないかと思います。北海道には仕事がな

い、収入が下がると心配されるかもしれません

が、工夫次第で解決できると考えています。何し

ろ北海道には、付加価値向上という大きな伸びし

ろがありますから。

ワーケーションをされる方の中には、プログラ

ミングやデザインなど様々な技能や能力を持った

方もおり、仕事の合間にちょっと地元の中高生に

課外教育をしてもらう。その見返りとして、例え

ば居住費などを応援し、まちづくりに参加して頂

ければ、地域活性化にもつながります。今後は、

企業側もサテライトオフィスなどの形で北海道を

活用することも予想され、来道される方が地域で

さらに活躍できるよう行政のサポートなども必要

ではないでしょうか。ある意味、ノマドワーカー

などを如何に引き付けるかということが、自治体

間での競争になっていく可能性があると考えてい

ます。

（７）ノマドワーカーとは、遊牧民（nomado）と働く人（worker）を組み合わせた言葉で、決まった場所に滞在せ
ず、仕事場を転々とする働き方をする人のこと。IT機器を駆使してオフィス以外の様々な場所で仕事をする
ことで、好きな場所で仕事ができ、時間を有効活用できるとされています。
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

新型コロナに対しては二つの抗体が必要

／「No Maps」開催で四つのことを提言

―With、Afterコロナに向け、企業経営者等に求

められることについて、お伺いします―

代表：例えば、いま電気を使わないという生活は

あり得ませんが、１００年前には電気は珍しく、ラ

ンプやローソクで明りを灯すという感じだったと

思います。そういう風に考えると、あと１０～２０年

もするとインターネットなしではいられなくなる

し、２０～３０年もするとAIを搭載したスマホやメ

ガネ、ペンなどが普通に利用されるだろうと思い

ます。その時に、私はAIは使いません、難しい

し信用できませんと言うのは、電気は信用できな

いと言うことと同じです。

今後は、インターネットやAIを使うことが必

然的となり、産業はインターネットの作法に従わ

ないと死んでしまうと考えています。その未来社

会へのアクセルを一気に吹かしたのが、新型コロ

ナウイルス。テレワークやネット会議などの普及

が加速し、世界はガラッと変わったわけで、それ

に乗り遅れないように準備をしてくださいという

のが、この２年間だったと思うのです。そのチャ

ンスを生かさないというのは、未来の社会への切

符を受け取れないことになるのです。ですから、

アフターコロナの鍵となるのは、「新型コロナウ

イルスの抗体」と「テクノロジーに対する抗体」

の二つであると考えています。

それと、もう一つ考えたいのが「富の源泉」。

昔は、貝とか貴重な石、金・銀などの鉱物等が改

変しづらく希少であることから、価値としてみな

されていました。翻って、今日では「デジタル通

貨」「暗号通貨」に価値を持たそうとしています。

暗号通貨の希少性とは、どれだけ計算を早くでき

るかというコンピュータリソースなのですが、そ

れは日々進化しています。量子コンピュータなど

が登場すれば、計算速度が一気に上がり希少では

なくなると思います。

一方で、人間の幸せや幸福度合いに着目する考

え方もあり、幸福度合いを高める行動をするとお

金が溜まるみたいな経済、社会です。幸せホルモ

ン「エンドルフィン」の検出装置などもあるよう

ですが、いずれにせよ、かなり先の未来では、良

いこと、人々を幸せにすることをしてポイントが

溜まって対価が得られるようなテクノロジーが確

立していく可能性もあると思うのです。そういう

ことを「ウッフィー」経済と言うらしいのです

が、マネタリー経済から、他者からの信頼や評価

に価値を置く、信用経済へとシフトしていくこと

も考えられるわけです。そういう視点も、これか

らの時代には大切になっていくのかも知れませ

ん。

―道内企業等の発展に向けたメッセージがあれ

ば、お聞かせください―

代表：企業や行政、教育機関等による実行委員会

形式で５年ほど前から「NoMaps（ノーマップ

ス）」（８）を開催しています。私が実行委員長を仰

せつかっていますが、北海道・札幌を舞台にカン

ファレンス・展示・交流・実証実験などを展開

し、クリエイティブな発想や技術で、次の社会・

未来を創るためのコンベンション（交流の場）で

あり、「作る」「学ぶ」「考える」を大切にした産業

育成系のイベントでもあります。

新型コロナ禍の影響で一昨年と昨年はオンライ

☆ NoMaps２０２１（１０月１３‐１７日開催）

（８）「NoMaps」は、アメリカのSF作家、ウィリアム・ギブスンを追った同名のドキュメンタリー映画にちなんで
命名されており、「地図なき領域を開拓する」という願いを込めています。
「NoMaps」については、https : //no-maps.jpをご参照願います。
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― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

「面白いこと」を制限なくできる会社へ

／クリエイターが創造する地方の姿を追求

ン形式での開催となりましたが、昨年の１０月に開

催した「NoMaps ２０２１」では、「スタートアッ

プ」「データサイエンス」「教育」「SDGs」の四つを

テーマに掲げました。

「スタートアップ」について言うと、現在は

様々なビジネスの分野で１０～２０年後には躍進する

であろう産業の「技術的な種」が見つかり始めて

いて、ある種のゴールドラッシュ的な時期にある

と考えています。ですから、遅ればせながらでは

ありますが、札幌、北海道でもスタートアップ熱

を加熱し、定着させていこうという意図がありま

す。

「データサイエンス」も、いま非常に大事だと

言われています。北海道でも色々なデータが毎

日、大量に生まれていますが、どう役立てていく

かを分かる人が少なく、死蔵されています。日本

は、AIの先進性ではかなり下だと思っており、

様々なデータをしっかりと解析して役立てられる

ようにしていこうということです。

「教育」では、面白いことをしようという人を

抑え込むのではなく、また、同じような人材を一

律に育てていくのではなく、多様でもっと生き生

きした人材を育成していきたいという想いを込め

ています。「SDGs」は、いまのトレンドであり言

わずもがなと思います。

これらの四つのテーマは、それぞれに繋がって

おり、北海道の未来にとって非常に重要な課題で

あると考えています。

過去に開催したカンファレンスの一部（９）につい

てはインターネットで検索すれば無料で視聴する

ことができます。是非、多くの方々にこの取組に

関心を持って頂き、今年のイベントに積極的に参

加して頂ければ幸いに存じます。

―会社の将来像や社長の夢などについて、お聞か

せください―

代表：会社の将来像に関して言うと、基本的に社

員がやりたいことの総体によって当社ができあ

がっている。そう捉えているので、社員の伸ばし

たいベクトルを会社としてしっかりと後押しして

いくことに尽きます。

例えば、社員がある新しいビジネスを考えて、

それが将来性のあるものであるならば、会社で出

資して新会社を創ったらどうかという感じです。

実際に当社ではそういう制度を設けていますが、

ともかく形はどうであれ、「面白いこと」「やる意

味のあること」を制限なくできるような会社に

なっていけば良いと思っています。

また、私個人に関して言うと、いまは新しい社

会に加速度的に置き換わっていくターニングポイ

ントの時期だと考えています。ですから、夢では

なく、現実に様々な形で取り組んでいる「Dom-

ingo」や「NoMaps」を着実に進めていきたいと

思っています。必ず世界から共感される地方の在

り方、見せ方があるはずであり、皆さんと一緒に

なって、クリエイターが創造する地方の姿を追求

していきたいと考えています。

☆ 十人十色、「面白い」が会社の先導役

（田邊 隆久）

（９）カンファレンスの一部は、次のアドレスで視聴できます。https : //www.youtube.com/c/NoMaps
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― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

１ 地域経営の必要性

現在、世界各国では新型コロナウイルス感染問題へ直面し、政府機関をはじめとして様々な組

織がその問題解決へ取り組んでいます。新型コロナウイルス感染問題の以前から２０１５年の国連サ

ミットで定めたSDGs（Sustainable Development Goals）では国際社会の課題解決に向けて国連全

加盟国が取り組み、日本でも政府、地方公共団体、企業等の民間組織がSDGsの達成に向け、活

動しています。また、人口の減少と超高齢化という固有の社会課題を抱える日本において、政府

は「まち・ひと・しごと創生総合戦略」、すなわち地方創生のための事業を、行政と住民代表に

加え「産学金労言士」、産業界、大学、金融機関、労働界、言論界、国家資格所有者の士業が連

携、協働して実施することを政策原則で求めています。様々な課題解決を地域社会で考える上で

「地域経営」という概念が必要です。

地域社会を構成する組織は、事業活動を営む地域社会の課題に対して受動的に適応するだけで

はなく、主体的に地域社会へ働きかけることも重要と考えます。組織、組織の集団、人が主体に

なり、施設等のハードと活動等のソフトで構成される地域社会をつくり変えたり、地域社会に新

たなモノとコトを創ったり、持続可能な地域社会を実現するといったような「公益」を実現して

いく管理と運営の活動、そしてその過程を、私は地域経営と呼んでいます。「まち（地域）づく

り」という耳慣れた言葉もありますが、それは地域経営の一つの要素と考えます。また中央省

庁、地方公共団体、それらの外郭団体が行う経営を「行政経営」や「公共経営」と呼びます。し

かしながら、税金や交付金等で得た公的資金だけを原資としないで、地域社会の公益のために活

動する民間のエリアマネジメント会社なども登場しており、より広い概念で地域社会の経営を捉

える方が良いと考えます。そこで、本稿では私が地方公共団体での仕事で実践してきたこと、今

大学で取り組んでいることを地域経営の視点でまとめ、地域経営の概念と実施方法の概略を説明

します。

２ 地域経営の概念と事業活動計画立案過程について

「経営」という言葉は企業経営に代表されるように、組織や事業を管理と運営する活動と過程

を意味しています。地域経営は、そのような組織等の経営の概念を地域社会へ適応したもので

す。組織、組織の集団、個人といった地域経営の主体が、地域社会を構成している組織や住民、

地域資源、地域社会の外部の組織や人を対象にして、必要な地理的資源、自然資源、人工資源、

中間財資源、情報資源、文化資源等の地域資源を投入し、事業活動を行い、公共サービスを産出

し、公益を創出する、一連の過程を統制していく概念です。そして地域経営は、地域社会を運営

するための計画策定、計画の実行、結果検証、検証反映という、PDCAや経営サイクルと呼ばれ

る一連の活動を繰り返すことで進めます。イメージにすると図１になります。

地域経営の取り組み
札幌学院大学 学長

河西 邦人
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図１ 「地域経営の概念」

図２ 「地域経営における事業活動立案の過程」

図２は、地域経営の主体が行う事業活動立案の過程をイメージしています。図２の地域経営の

「方針」から「地域マーケティング・ミックス」を策定するまで、さらに「プロジェクト管理」

の一部は、図１の経営主体が回す経営サイクル（PDCA）における「計画」段階に該当します。

図２の「プロジェクト管理」の多くは図１の「実行」段階、図２の「結果」と「結果検証」は図

１の「結果検証」段階、図２の「結果検証」から各過程の段階へ出ている矢印は図１の「検証反

映」段階に該当します。
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図３ 「地域のSWOT分析」

次に図２の各要素を説明します。地域経営を行う主体は、地域経営を行う方針を基に地域の内

部分析と地域を取り巻く外部分析を行います。地域の内部分析と外部分析は体系的に整理しやす

いことから、図３のような「SWOT分析」と呼ばれる枠組みを使用することが多いです。SWOT

分析は組織の内部の特性を強みと弱みで抽出し、一方で組織の外部要因の特性を機会と脅威で抽

出し、マトリックスの形式で示します。そのSWOT分析を地域分析へ適用し、地域社会に存在す

る地域資源の強みと弱み、地域社会へ影響を与える地域社会外部の要因をそれぞれ抽出し、強み

と機会を組み合わせたり、地域の弱みを強みに変えられるような機会を探したり、地域戦略策定

等を検討する際に利用します。

３ 地域戦略と地域マーケティング・ミックスの策定

地域のSWOT分析を基に地域経営の目標を設定し、その目標を達成するための「地域戦略」を

策定します。地域戦略は、目標達成でターゲットとする受益者・受益組織、目標達成に必要な事

業活動、仕組、規則等の公共システム、地域における目標の立ち位置を計画します。例えば、地

域のSWOT分析を行い、地域社会の弱みがあったとしたら、弱みの解決を地域経営の目標としま

す。その目標を達成することで創られる公益の受益者・受益組織のニーズを明確にし、対象とし

ます。

そして目標達成のための事業、仕組、構造、ルール等の「公共システム」を計画します。公共

システムの計画にあたって、経営主体が事業活動の全てをできない場合は、他の経営主体と協働

することも選択肢に入れます。複数の主体が地域経営で協働することにより、事業活動に必要な
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図４ 「イオン株式会社の提唱する地域エコシステム」

出所：イオン株式会社の２０１６年４月１１日付けニュースリリースより転載

地域資源の獲得から公共サービスの産出、対象とする受益者・受益組織へより効率的かつ有効に

提供できる可能性もあります。そして、複数の経営主体が集団で公共サービスの産出と公益の創

出を行う事により、持続可能な自律的な社会システム、いわゆる「地域エコシステム」の形成の

道も拓けます。エコシステムは生態系という生物学の概念ですが、近年では産業や社会の状況を

説明する際にも使用されています。本稿ではMoore（１９９６）が定義した、組織間の支援的相互依

存の仕組を拡張して形成される“business ecosystem”の概念を地域へ適用し、地域エコシステム

と呼びます。その地域エコシステムと同様の概念定義をしていると思われるイオン株式会社が

２０１６年にニュースリリースで使用していたイメージを図４に示します。

対象とする受益者・受益組織のニーズに合った事業活動を実施し、目標を達成した時に、受益

者・受益組織を含む地域社会を構成する、関係する人や組織にその事業活動と目標達成による公

益創出をどのように認識してもらうか。そして、他の経営主体が行う公益のための事業活動とど

のような関係を形成するか。それらを踏まえて「立ち位置」を決めます。

地域戦略の策定後に、ビジネスで一般的に使用されるマーケティング・ミックスの理論枠組み

を活用した地域マーケティング・ミックスを立案します。一般的なマーケティング・ミックスを

構成する４要素、その英単語の頭文字を取ってマーケティング・ミックスの４Pと称されます

が、地域マーケティング・ミックスも同様に「公共サービス」、「価格料金」、「提供場所」、「公益

促進策」の４要素について、計画を策定します。

ところで、全国にある７９２市の中で人口増加率が４年連続１位（２０２１年１２月時点）の千葉県流

山市は、市役所組織にマーケティング課を設置していることにより注目されています。流山市長

の井崎義治氏がマーケティング課を通じて企業流のマーケティングを実行した結果、子育て世代

の人口増加をはじめとして良好な結果を出していることから、地域経営におけるマーケティン

グ・ミックスの重要性が評価されています。

さて、マーケティング・ミックスにおける公共サービスは、地域経営の主体が行う事業活動に

より、受益者・受益組織へ提供する具体的な財やサービスです。公共サービスは、事業活動にお
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いて産出する財やサービスが受益者・受益組織に消費されることで、地域社会へ公益を創出する

ことを求められます。

地域経営の主体は、税金や地方交付税交付金で資金調達する地方公共団体のような組織もあれ

ば、その事業で収支バランスを取る必要がある民間企業の組織もありますが、各組織が無料で提

供する公共サービスもあれば、有料で提供する公共サービスもあります。公共サービス提供にか

かる投資と費用、投資と費用の回収法、地域社会における事業活動の立ち位置を踏まえて、地域

経営の主体は公共サービスの価格・料金を決定します。一方、介護事業のように国等が制度によ

り運用している事業の場合、サービスの料金が制度で決められているため、地域経営の主体が決

定することはありません。また、社会的弱者を対象とした事業であれば、直接的な受益者である

社会的弱者から対価を得ることが難しく、社会的弱者を支える地方公共団体から委託費や補助金

を獲得することで公共サービスを提供します。その場合の委託費や補助金は、通常の価格・料金

とは異なった原理により決定されます。

提供場所は、公共サービスを地域、施設、インターネット等のどこで提供していくか、対象と

する受益者・受益組織にとっての利便性と提供費用を考慮した上で決めます。また提供経路とい

う視点では、地域経営の主体が直接的に提供することもできれば、地域経営の主体が別の組織へ

委託して提供することもできるため、地域経営の主体の経営戦略に基づき提供経路とその仕組も

計画しないとなりません。

地域経営の主体が地域資源を活用し、産出した公共サービスを提供する際に、対象とするより

多くの受益者・受益組織がその恩恵を享受し、地域社会の公益を拡大させるため、その公益促進

策も計画します。広報活動、セミナー、モデル事業など、様々な手法を使い、対象とする受益

者・受益組織へ周知し、公共サービスを効果的に使ってもらい、投入した地域資源から創出する

公益をより多くし、公共サービスのコスト対成果を向上させます。

地域戦略と地域マーケティング・ミックスにより作られた計画に則り、地域資源を活用し、公

共サービスを産出するための事業活動を行い、公益を創り出します。地域経営の主体は、そうし

た事業活動をプロジェクトとして管理する必要があります。また、事業活動の結果を検証し、そ

の結果が予想通りのものか、予想通りでないなら課題を見つけ、解決します。そして次の地域戦

略や地域マーケティング・ミックスへ反映していき、より効果的で効率的に公共サービスを産

出、対象とする受益者・受益組織へ提供し、より大きな公益を創出するようにします。

４ 札幌学院大学の地域経営の取り組み

私が勤務する学校法人札幌学院大学は、私立とはいえ公益組織に含まれる学校法人として、

「人類社会の福祉に貢献し、特に北海道の産業の発展及び北海道の社会文化並びに道民の福祉の

向上に貢献し得る人材を育成すること」という大学の目的を掲げています。ところが大学を取り

巻く経営環境は、主要な利用者層の１８歳人口による主要市場の縮小と全国の大学の定員増加に

伴って、需給のバランスが崩れる厳しい状況にあります。残念ながら学校法人札幌学院大学は経

常赤字が続いている状況です。
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私が札幌学院大学学長に就任した２０１９年、こうした市場環境の変化に適応するために、事業・

製品サービスと市場という２つの視点による成長機会を探る手法で検討し、持続可能な大学づく

りのための再生戦略を打ち出しました。再生戦略の一つが、これまでと異なる市場に対して地域

経営という視点で新たな事業活動に取り組む多角化戦略の採用です。札幌学院大学は社会連携セ

ンターという部署を大学組織内に新設し、地域社会の課題に対して教職員と学生が住民、行政、

企業等と協働して課題解決を図り、持続可能な地域社会づくりへ貢献することを学生教育と教員

の研究と連動させ、展開することにしました。ただし、公益組織である札幌学院大学が地域経営

に基づく事業活動を実行しても、単独で収益を獲得するのは難しく、現段階では地域経営の事業

から既存の教育事業での収益を高めるような相乗効果を得ることで、教育事業からその費用の捻

出を考えています。

札幌学院大学が行う地域経営の事業の一つとして大学生と高校生を対象とした創業支援があり

ます。人口減少下で産業の担い手の世代交代が進みにくいという地域課題を解決する方法の一つ

として、札幌学院大学が企業家精神を持った若者を発掘、育成し、若者が起業したり、事業承継

したりする場合、伴走支援する事業活動です。そのために、株式会社日本政策金融公庫、公益財

団法人北海道中小企業総合支援センターと連携、協働し、大学生と高校生を対象とした出張講

義、ビジネスプランコンテストを行っています。

それ以外にも私が関わっている地域経営の事業活動として、新札幌のAED（自動体外式除細

動器）の活用促進活動、新札幌の地域情報発信によるプロモーション、住民の高齢化が進んだ団

地の維持、公共施設のリニューアルなど、複数のプロジェクトが動いています。２０２０年から開始

したプロジェクトゆえに初動の結果が出ているものもあれば、まだ段取り中のものもあります。

今は地域経営分野の事業を種まきしている段階ですが、大学の多角化事業を軌道に乗せるため、

成功実績を出すことが急務となっています。

５ 地域経営への期待

多様、複雑、不確実な社会課題を大量に抱える現代では、従来の社会課題解決の担い手であっ

た政府、地方公共団体に加え、社会を構成する様々な人と組織が社会課題解決に関わることを求

められています。営利と私益を求める企業といえども例外ではありません。企業はそもそも営利

と私益のみを追求する存在ではなく、松下電器産業、現在のパナソニックの創業者である松下幸

之助氏は「基本の社会的責任というのは、どういう時代であってもこの本来の事業を通じて生活

の向上に貢献することだと言えよう。」と主張しています。また、ポーターとクラマーはCSV

（Creating Shared Value）と呼ぶ経営戦略について、企業は事業を営む地域社会の経済や社会を改

革しつつ、競争力を高める必要性を主張しています。今や企業も本業を通じて公益をも創出する

ことを求められる時代と言えます。

解決されていない社会課題の中に、新たな成長機会が眠っているかもしれません。社会課題が

解決されず存在していることは、解決主体や有効な解決策の不在、課題解決への障害の存在な

ど、解決に困難があることを意味しています。地域経営という視点で、他の組織を巻き込み、協
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働することにより困難な社会課題を解決できる可能性は高まります。困難な社会課題を解決でき

れば新たな組織の存在意義や収益源を獲得でき、持続可能な組織づくりにつながるかもしれませ

ん。地域経営の視点で社会課題解決に取り組む組織が増えることで、北海道が、日本が、世界が

より良い社会へ発展することを期待しています。
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図表１ １８歳～６４歳における電子機器保有率（％）

はじめに

私たちの生活の一部として広く浸透しているスマートフォン。デジタル先進国とも呼ばれるシ

ンガポールでは、スマートフォンの普及率が９０％を超えていると言われており、日常のあらゆる

場面でスマートフォンが大活躍します。とりわけ、新型コロナウイルス感染症が拡大してからは、

シンガポールで生活する上でスマートフォンは、もはやなくてはならない存在となっています。

インターネットやソーシャルネットワーキングサービス（SNS）などでの利用のイメージが強

いスマートフォンですが、シンガポールでは一体どのような場面で使われているのか、写真等を

交えながらご紹介致します。

１．電子機器の保有率

はじめに、本稿をお読みいただく上で重要なポイントとなる、「シンガポールにおける電子機

器の保有率」について簡単にご紹介致します。

図表１（１）は、日本とシンガポールにおける電子機器の保有率を比較したものです。どの機器に

ついてもシンガポールの数値が高く、特にスマートフォン保有率は９８．０％と驚異的な高さであ

り、日本以上にスマートフォンが生活に根付いていることが分かります。

当地のスマートフォン普及率についてイメージ頂けましたでしょうか。ここからは、スマート

フォンが当地でどのように使われているかを分野ごとにご紹介致します。

アジアニュース

デジタル先進国シンガポールにおけるスマートフォン利用について
─コロナ禍での多様な利用方法─

北洋銀行 国際部 海外展開支援グループ
北海道ASEAN事務所（シンガポール）派遣

本間 絢太

（１）DATAREPORTAL「DIGITAL 2021」の統計データをもとに筆者作成。
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写真１「Safe Entry」専用端末 写真２「チェックイン」表示画面

２．新型コロナウイルスに関連する利用について

２０２１年度世界デジタル政府ランキング（２）で２位となったシンガポール政府主導の下、当地では

新型コロナウイルス感染予防対策として様々な行動規制が実施されています。それらの多くがス

マートフォンを介して行われており、日々の生活の中では「スマートフォンの充電切れ」を起こ

さぬよう、細心の注意を払う必要があります（スマートフォンを持たない方は、無償で配布され

るトークンを利用することにより代替しますが、ここでは説明を省略させて頂きます）。

（１） 追跡アプリ「Trace Together」について

はじめに、当地で利用していない人はいないといっても過言ではないアプリ「Trace Together

（以下、本アプリ）」についてご紹介致します。本アプリでは、日本で運用中の接触確認アプリ

「COCOA」のような接触確認機能はもちろんのこと、施設への入退場の記録やワクチンの接種情

報などが管理されています。

当地では、商業施設やホテル、飲食店などあらゆる場所に訪れる際、本アプリを通じて「Safe

Entry」と呼ばれる入退場の記録を行う必要があります。手順は非常に簡単で、各施設の出入口

に掲示されているQRコードを読み取り、その画面を係員に提示するという方法や、Bluetoothを

利用して非接触で記録を行う方法などがあります。

写真１は、実際に施設の出入口に設置されている「Safe Entry」（３）専用端末の様子です。専用

端末に自身のスマートフォンを近づけると、「チェックイン（入場記録の完了）」状態となり、ス

マートフォンの画面に写真２のような表示がされます。この画面を入口に配置された係員に提示

することで、施設への入場が認められます。退場時に、自身のスマートフォンで同様の退場操作

を行い、「Safe Entry」の手続きは終了となります。

（２）早稲田大学電子政府・自治体研究所「第１６回早稲田大学世界デジタル政府ランキング２０２１」
（３）筆者撮影。タブレットタイプやトークンタイプなど、様々な種類が普及しています。
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― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

写真３ 実際の予約画面（３）
（２） ワクチン接種について

日本では、お住いの自治体から「接種券」が届き次第、電

話もしくはインターネットでワクチン接種を予約するという

流れが一般的（職域接種等を除く）ですが、当地では原則ス

マートフォン１つで接種案内受領から接種完了までが完結し

ます。

接種時期になると、各自のスマートフォンに予約案内の

SMS（ショートメッセージ）がシンガポール保健省

（MOH）から到着し、SMSに記載されたURLから希望する接

種会場と日程を予約する流れとなります。自宅や職場の住所

を入力すると、付近の会場がリストアップされる仕組みで、

利便性が高いと感じました。

接種当日は、身分証明書を会場で提示をし、簡単な問診を

行った後に接種が開始されます。予約管理や接種情報は全て

電子機器で管理されており、非常にスムーズに接種すること

ができました。

接種から数日後には、本アプリに接種記録が反映される仕

組みとなっており、全体的にスピード感と利便性の高さを実感するワクチン接種でした。

３．シンガポールにおけるフードデリバリーアプリについて

日本でも「Wolt」「Uber Eats」「出前館」など、様々なデリバリーサービスの広告を目にする機

会が多いほか、在宅勤務や「おうち時間」の増加などから、アプリで食事をデリバリーする方も

多いのではないでしょうか。本項では、当地でのデリバリーアプリの概要について、当地の食事

文化の説明を交えながらご紹介致します。

（１） シンガポールの食事文化

当地では、なんといっても外食文化が盛んです。東京２３区ほどの面積であるシンガポール国内

に、少なくとも１１０ヶ所（４）点在しているホーカーセンター（安価で食事を楽しむことができる屋

台が立ち並ぶ施設）の存在や、共働き率が８０％以上（５）と高いことなど、様々な要因が考えられま

す。同様に、簡単に家庭で調理することができる「Ready to Eat（調理理済み食品）」などの人気

も高いという特徴があります。

写真４は、シンガポールの金融街に位置する「Lau Pa Sat」、写真５はシンガポール在住者にも

人気が高い「Maxwell Food Centre」の様子を撮影したものです。店前での食事や持ち帰りはもち

ろんのこと、デリバリーアプリ対応の店舗も多いのが特徴です。

（４）National Heritage Board（シンガポール国家遺産局）「Hawker Culture in Singapore」
（５）日本総研「２０１５年度アジア主要都市コンシューマインサイト比較調査」
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写真４「Lau Pa Sat」 写真５「Maxwell Food Centre」

（２） フードデリバリーアプリの概要

当地では、「Grab Food」「Foodpanda」「Deliveroo」「WhyQ」と

いった様々なデリバリーアプリがしのぎを削っています。外

を歩いていると、デリバリーサービスの配達員を必ず目にす

るといっても過言ではないほど、デリバリーアプリの利用度

が高いと実感します（写真６は、「Foodpanda」の画面です。

小さいですが、画面の目立つ部分に「Japanese」の文字が確

認できるなど、日本食の人気は高いです）。

具体的に、どの程度デリバリーアプリが浸透しているのか

を簡単にご説明すると、シンガポール国内の２０２１年１０月の飲

食サービス売上は、速報値（６）で６億５，９００万シンガポール・

ドル（約５４６億円）でしたが、そのうちデリバリーアプリな

どのオンライン売上が３８．４％（２０２１年９月の同割合は

３４．１％）を占めました。

では、なぜオンライン売上の割合が大きいのでしょうか。

理由の１つとして、「政府による外食規制」が考えられま

す。シンガポール政府は、新型コロナウイルスの市中感染者

数の増減に応じて様々な規制を実施していますが、私たちの

生活に大きく影響する規制の１つとして、外食に関する規制が挙げられます。本稿執筆時点

（２０２１年１２月）では、飲食店での食事に関して、「同一グループ５名まで（ワクチン接種完了者の

み）」という人数制限があります。先述の２０２１年１０月時点では、「同一グループ２名まで」という

より厳しい制限が敷かれていたということもあり、特にデリバリーアプリのニーズが高まったと

考えられます。新型コロナウイルスの影響が長期化していることもあり、こうしたデリバリーア

プリの需要は引き続き高い水準で推移していくものと思われます。

写真６「Foodpanda」アプリ画面

（６）Singapore Department of Statistics（シンガポール統計局）
「Retail Sales Index and Food & Beverage Services Index October 2021」
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図表２ 各ECサイトへのアクセス数（２０２１年１月～３月）

４．シンガポールのEC（電子商取引）事情について

日本では様々なECモールが展開されており、私たちの暮らしに欠かせない存在となっており

ますが、当地においても、例に漏れずECは非常に盛んであり、スマートフォン１つで日用品か

ら生鮮品まで、あらゆるものを揃えることが可能です。ここでは、当地ではどのようなECモー

ルが展開されているのか、どんな商品の売上が多いのか、などについてご紹介致します。

（１） シンガポールで人気のECモール

日本でネットショッピングを検討する際、真っ先に思い浮かぶのは「Amazon」という方は多い

のではないでしょうか。ですが、当地では「Amazon」の存在感は日本と比べると薄い印象です。

図表２（７）は、２０２１年１月～３月における各ECサイトへのアクセス数を示したものです。最も

アクセス数が多かった「Shopee」は３か月間で約１，２００万アクセスを記録し、これは「Amazon」

へのアクセス数の約１．８倍となっています。

写真７は「Shopee」のトップページです。最も目立つ部分に「１．１NEW YEAR SALE」という

表示があるように、当地では毎月１回（１月１日、２月２日・・・１２月１２日などゾロ目の日）

セールが実施されることが多いです。「Amazon」ではそのようなセールは実施されないのです

が、それが存在感の薄い理由の１つかもしれません。

しかし、毎月１回のセールだけが人気の理由なのでしょうか。人気の秘密を、筆者の購入体験

談に基づいてお伝え致します。筆者は９月下旬に、使い捨てマスク（５０枚入り）を２セット購入

したのですが、代金は５シンガポール・ドル（約４２０円）で、注文から３日程度で到着しまし

た。商品代金そのものも安いですが、驚くべきポイントは「送料」にあります。その店舗は、５

シンガポール・ドル以上の購入で送料が無料となる特典があり、他の店舗についても、購入代金

（７）statista「Top 10 e-commerce sites in Singapore as of the first quarter of 2021」の統計データをもとに筆者作成
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写真７「Shopee」のホームページ（トップ）画面

写真８「Foodpanda」内にある店舗「pandamart」

に関わらず送料無料である店舗や、送料無料特典を受けられるなど購入代金のハードルが非常に

低い店舗が多いのが特徴です。シンガポール国外からの購入についても、同様に送料がほとんど

発生しないことも驚異的です。「Shopee」の人気の要因は様々考えられますが、なんといっても

「安さ」が人気の最大の理由だと考えます。

（２） 生鮮品の購入について

日本で野菜や魚などの生鮮品を購入する際は、ほとんどの場合スーパーマーケット等の店舗に

訪れる必要があるかと思いますが、当地ではスマートフォンのアプリ１つで購入することができ

ます。実際の様子を、先ほど登場した「Foodpanda」の例に基づいてご紹介致します。

写真８は、「Foodpanda」内に

ある店舗「pandamart」の様子で

す。「pandamart」では、野菜や

肉や魚などの生鮮品、乳製品、

飲み物、インスタント食品、洗

剤など、ありとあらゆるジャン

ルの商品を気軽に購入すること

ができます。商品注文から商品

到着までの時間は、およそ１５分

（居住地により変動あり）とい

うスピード感に加え、送料が３

シンガポール・ドル（約２５０円）

前後という安さが人々から支持

を集めています。ここでも、一

定金額以上の購入で送料が無料

となる特典があります。
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日本 シンガポール

１位 食料品・日用品 食料品・日用品

２位 ファッション・美容 電子機器類

３位 電子機器類 ファッション・美容

４位 おもちゃ・DIY商品 家具

５位 ビデオゲーム おもちゃ・DIY商品

商品ジャンル 金額（１USドル１１４円換算）

１位 食料品・日用品 ５．９億USドル（約６７２．６億円）

２位 電子機器類 ５．７億USドル（約６４９．８億円）

３位 ファッション・美容 ５．２億USドル（約５９２．８億円）

４位 家具 ４．７億USドル（約５３５．８億円）

５位 おもちゃ・DIY商品 ２．４億USドル（約２７３．６億円）

図表３ 日本・シンガポールにおけるEC売上高が大きい商品ジャンル（８）

図表４ シンガポールでのEC売上高（ジャンル別）（９）

ご参考用として、日本・シンガポールにおけるEC売上高が大きい商品ジャンル及びシンガ

ポールでのEC売上高（ジャンル別）について、図表３、４にまとめてみました。

日本とシンガポールでは、人気の商品ジャンルは類似していますが、シンガポールにおける人

気上位商品の売上は横並びとなっていることが特徴的です。

「おうち時間」や「Stay Home」という言葉が流行したことは記憶に新しいですが、当地でも

状況は同じです。自宅で過ごす時間が長くなってきているからこそ、EC市場の拡大余地はまだ

まだ残されていると考えます。

おわりに

デジタルトランスフォーメーション（DX）という言葉を耳にする機会が増えてきていること

からも、今後はAIやIoTなどのデジタル技術が、私たちの生活を加速度的に豊かにすることと予

想されます。今回ご紹介したものはほんの一部に過ぎませんが、少しでも皆様のアイデアになれ

ば幸いです。

新型コロナウイルスの影響で、諸外国への渡航などが思うようにできない状況が続いておりま

すが、このような状況だからこそ「海外に目を向ける」という選択肢も効果的だと考えられま

す。皆様の「海外への挑戦」や「海外に関するお悩み」など、北洋銀行の営業店・本部が一体と

なってサポートさせて頂きますので、どうぞお気軽に担当者までお問い合わせください。

（８）、（９）DATAREPORTAL「DIGITAL 2021」の統計データをもとに筆者作成。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．４ △９．５ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．３ △２１．６ ９１．７ △９．８

２０２０年７～９月 ７９．８ △２．３ ８８．８ ９．０ ８０．１ △０．９ ８７．８ ９．２ １０３．０ △８．２ ９７．６ △３．２
１０～１２月 ８４．４ ５．８ ９３．９ ５．７ ８４．４ ５．４ ９３．０ ５．９ ９１．７ △１１．０ ９６．０ △１．６

２０２１年１～３月 ８７．２ ３．３ ９６．６ ２．９ ８７．７ ３．９ ９４．９ ２．０ ８８．０ △４．０ ９４．８ △１．３
４～６月 ９０．１ ３．３ ９７．７ １．１ ９２．８ ５．８ ９５．６ ０．７ ８６．７ △１．５ ９５．７ ０．９
７～９月 ９０．７ ０．７ ９４．１ △３．７ ９１．９ △１．０ ９１．７ △４．１ ８８．７ ２．３ ９８．１ ２．５

２０２０年 １１月 ８４．４ ０．７ ９４．２ ０．７ ８４．１ △０．４ ９３．５ ０．９ ９３．９ △４．４ ９５．４ △１．２
１２月 ８５．０ ０．７ ９４．０ △０．２ ８４．６ ０．６ ９２．９ △０．６ ９１．７ △２．３ ９６．０ ０．６

２０２１年 １月 ８６．８ ２．１ ９６．９ ３．１ ８６．０ １．７ ９５．６ ２．９ ９２．０ ０．３ ９５．１ △０．９
２月 ８７．２ ０．５ ９５．６ △１．３ ８８．２ ２．６ ９４．４ △１．３ ８９．２ △３．０ ９４．４ △０．７
３月 ８７．６ ０．５ ９７．２ １．７ ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．４ ８８．０ △１．３ ９４．８ ０．４
４月 ８９．７ ２．４ １００．０ ２．９ ９２．０ ３．４ ９７．７ ３．１ ８７．３ △０．８ ９４．７ △０．１
５月 ８９．２ △０．６ ９３．５ △６．５ ９２．８ ０．９ ９２．３ △５．５ ８７．７ ０．５ ９３．７ △１．１
６月 ９１．３ ２．４ ９９．６ ６．５ ９３．５ ０．８ ９６．７ ４．８ ８６．７ △１．１ ９５．７ ２．１
７月 ９３．９ ２．８ ９８．１ △１．５ ９４．９ １．５ ９６．４ △０．３ ８７．５ ０．９ ９５．０ △０．７
８月 ９０．７ △３．４ ９４．６ △３．６ ９１．８ △３．３ ９２．２ △４．４ ８７．３ △０．２ ９４．９ △０．１
９月 ８７．５ △３．５ ８９．５ △５．４ ８８．９ △３．２ ８６．６ △６．１ ８８．７ １．６ ９８．１ ３．４
１０月 r ８６．２ △１．５ ９１．１ １．８ r ８７．０ △２．１ ８８．７ ２．４ r ９０．５ ２．０ ９８．７ ０．６
１１月 p８５．９ △０．３ ９７．５ ７．０ p８６．１ △１．０ ９５．３ ７．４ p８９．６ △１．０ １００．７ ２．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，３０１△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８９ ２．９

２０２０年７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８１△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２８ ２．４
１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９５３△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１７ ０．６
４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３５ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４

２０２０年 １１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６
１２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４

２０２１年 １月 ８０，６２４△５．６ １６，２８４△５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４８ ４．９
２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６９△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８７ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７０１ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８２ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２６ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２０△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７９△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７７ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６３△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５２ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

ｏ．３０６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３９～０４１　主要経済指標  2022.01.18 18.25.40  Page 39 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１５７ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３５０ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２２１ ６．７

２０２０年７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４５６ １．８ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０
１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２１０ １０．９ ６７，３１１ △７．３ １７，３５３ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６５４ ３．５
４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１２６△４．１ ７０，５２４ △０．８ １８，３６７ △０．１ ４０，４１１ △１．３ ９，０９３ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８１４ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６６ △６．８

２０２０年 １１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４７ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２１ ７．３
１２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，５０３ ５．０ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６

２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０６ １１．４ ２４，１８６ △１．２ ５，８５４ ３．０ ９，１６７ １２．０ ２，５７６ １０．７
２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９２ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５１ △８．５ ７，６７９ △３．０ ２，３４４ △０．１
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４１３ １３．６ ２０，９５６ △１１．１ ５，９４７ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３３ ０．４
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２０ １４．５ ２３，４２６ １．１ ６，０１０ △２．８ １２，８１８ ４．５ ３，０３４ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８２０ ０．７ ２２，６７５ △２．０ ６，１８２ １．９ １４，４８５ △３．２ ３，２２８ △４．７
６月 １１，６８２△２２．７ ３，７８６△１９．９ ２４，４２３ △１．４ ６，１７５ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３１ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３９ ２．２ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４４２ ０．５ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３３ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８８ ４．７ １１，６６５ ２．０ ２，８０９ ０．４
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９１６ １．２ １１，２３７ △３．６ ２，７１６ △３．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０

２０２０年７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５１５ △６３．７ ０ △１００．０
１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０
４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０

２０２０年 １１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５７１ △４７．５ ０ △１００．０
１２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４０６ △６２．２ ０ △１００．０

２０２１年 １月 ４４，４５８△３．６ ９，２９０△４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０ △６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０
２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４５０ １７．２ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ p ０ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ４０ ―ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

ｏ．３０６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３９～０４１　主要経済指標  2022.01.19 16.35.33  Page 40 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０
１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８

２０２０年 １１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ ３．３ ２．８
１２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８

２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ ↑ ２．９
２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ ↑ ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ － ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ － ２．７

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 ９８．３ １．３ ９８．９ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年７～９月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．３ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５
１０～１２月 ９９．６ △１．４ ９９．６ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４

２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３

２０２０年 １１月 ９９．５ △１．４ ９９．６ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４
１２月 ９９．８ △１．２ ９９．６ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４

２０２１年 １月 ９９．８ △１．１ ９９．８ △０．７ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３
２月 ９９．８ △０．９ ９９．９ △０．５ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １００．３ △０．７ １００．１ △０．３ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（３）

― ４１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年２月号

ｏ．３０６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３９～０４１　主要経済指標  2022.01.18 18.25.40  Page 41 
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２１年１０～１２月期実績、２０２２年１～３月期見通し）

●トップに聞く⑱
クリプトン・フューチャー・メディア株式会社
代表取締役 伊藤 博之 氏

●寄稿
地域経営の取り組み

●アジアニュース
デジタル先進国シンガポールにおける
スマートフォン利用について
─コロナ禍での多様な利用方法─

ほくよう調査レポート 2022.2月号（No.306）
令和4年（2022年）1月発行
発 行 株式会社 北洋銀行
企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部

電話（011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞

　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．３０６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／表紙　コート／北洋銀行　４Ｃ  2022.01.18 17.01.43  Page 1 




